
    
明和町子ども・子育て支援事業計画「すくすくめいわ２０１５」 

中間年における見直しについて 

 

●計画について 

平成２４年８月に子育てをしやすい社会にしていくために、国や地域をあげ

て子どもや子育て家庭を支援する新しい支え合いの仕組みを構築することを目

指し、「子ども・子育て関係３法」が成立しました。 

 明和町においても、子ども・子育て支援法に基づき、また、町内の子育て世

帯を対象とした調査結果を踏まえ、総合的に乳児期の学校教育・保育、地域の

子ども・子育て支援を推進すべく、「明和町子ども・子育て支援事業計画 す

くすくめいわ２０１５」を平成２７年３月に策定いたしました。 

 

●中間年の見直しについて 

 「すくすくめいわ２０１５」の第６章において、乳幼児期における教育・保 

育及び地域子ども・子育て支援事業に関する「量の見込み（利用に関するニー

ズ量）」や「確保方策（量の見込みに対応する整備量）」に大きな開きが見受

けられる場合には、計画の中間年度（平成２９年度）を目安として、計画の見

直しを検討することになっています。 

そこで、国が示している手引きを踏まえ、次の条件に当てはまる事業につい

て見直すこととしました。 

（１）教育・保育施設及び地域型保育事業 

 ・平成２８年４月１日時点の支給認定区分ごとの「量の見込み」の計画値と  

実績値のかい離が１０％以上ある場合 

（２）地域子ども・子育て支援事業 

 ・「量の見込み」の計画値より実績値が上回っている場合 

 ＊参考＊ 

 （１）教育・保育施設 

  平成２８年４月１日時点の支給認定区分ごとの子どもの実績値が、市町村  

計画における量の見込みよりも１０％以上のかい離がある場合には、原則  

として見直しが必要 

 （２）地域子ども・子育て支援事業 

  教育・保育の見直しに併せて、必要に応じ見直しを行うこと 

 

 なお、見直した内容については平成３０・３１年度の計画に適用とし、見直

しにあたっては明和町子ども・子育て会議において検討を行っています。 

 



【表の見方】平成 27・28・29年度 上段：当初計画の数字 下段：実績値 

      平成 30・31年度 上段：当初計画の数字 下段：見直し後の値 

 

（1）教育・保育施設及び地域型保育事業の量の見込みと確保方策 

教育・保育施設及び地域型保育事業の量の見込み、確保方策（P76･77） 

平

成

27

年

度 

認定区分 １号 
２号 ３号 

教育利用 保育利用 １歳・２歳 ０歳 

量の見込み ① 

１６４人 

１８８人 

６人 

０人 
８２人 

１０２人 

７０人 

５４人 

１５人 

５人 

１７０人 

確

保

方

策 

特定教育・保育施設 １７０人 ９５人 ８０人 １５人 

確認を受けない幼稚園 ０人    

特定地域型保育事業  ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 

計 ② １７０人 ９５人 ８０人 １５人 

過不足 ②－① ０人 １３人 １０人 ０人 

平

成

28

年

度 

認定区分 １号 
２号 ３号 

教育利用 保育利用 １歳・２歳 ０歳 

量の見込み ① 

１５９人 

１５０人 

６人 

０人 
８０人 

１０５人 

６５人 

６３人 

１７人 

４人 
１６５人 

確

保

方

策 

特定教育・保育施設 １７０人 ９５人 ８０人 １７人 

確認を受けない幼稚園 ０人    

特定地域型保育事業  ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 

計 ② １７０人 ９５人 ８０人 １７人 

過不足 ②－① ５人 １５人 １５人 ０人 

平

成

29

年

度 

認定区分 １号 
２号 ３号 

教育利用 保育利用 １歳・２歳 ０歳 

量の見込み ① 

１５５人 

１２６人 

６人 

０人 
７８人 

１１８人 

６３人 

７３人 

１７人 

６人 
１６１人 

確

保

方

策 

特定教育・保育施設 １７０人 ９５人 ８０人 １７人 

確認を受けない幼稚園     

特定地域型保育事業  ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 



    
計 ② １７０人 ９５人 ８０人 １７人 

過不足 ②－① ９人 １７人 １７人 ０人 

平

成

30

年

度 

認定区分 １号 
２号 ３号 

教育利用 保育利用 １歳・２歳 ０歳 

量の見込み ① 

１５３人 

１３０人 

５人 

０人 ７７人 

１２５人 

６３人 

８０人 
１７人 

１５８人 

１３０人 

確

保

方

策 

特定教育・保育施設 １７０人 

１３０人 

９５人 

１２５人 
８０人 １７人 

確認を受けない幼稚園     

特定地域型保育事業  ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 

計 ② １７０人 

１３０人 

９５人 

１２５人 
８０人 １７人 

過不足 ②－① １２人 

０人 

１８人 

０人 

１７人 

０人 
０人 

平

成

31

年

度 

認定区分 １号 
２号 ３号 

教育利用 保育利用 １歳・２歳 ０歳 

量の見込み ① 

１５７人 

１３０人 

６人 

０人 ７９人 

１２５人 

６４人 

８０人 
１７人 

１６３人 

１３０人 

確

保

方

策 

特定教育・保育施設 １７０人 

１３０人 

９５人 

１２５人 
８０人 １７人 

確認を受けない幼稚園 ０人    

特定地域型保育事業  ０人 ０人 ０人 

認可外保育施設 ０人 ０人 ０人 ０人 

計 ② １７０人 

１３０人 

９５人 

１２５人 
８０人 １７人 

過不足 ②－① ７人 

０人 

１６人 

０人 

１６人 

０人 
０人 

■確保方策（今後の方向性） 

・明和こども園の利用定員により、量の見込みを確保できる予定です。 

・０歳児の利用定員の確保については、定員の弾力化により対応します。 

・保護者の希望や就労状況により他市町村の教育･保育施設等を希望する場合は、

広域調整により対応します。 



・職員の確保に努めるとともに、保育教諭の資格取得を促進します。 

・教育・保育の質を保つために、職員の処遇改善に努めます。 

・利用希望状況の変動に応じて、定員の確保に向けた施設整備の検討・支援を

行います。 

・地域型保育事業については､事業者からの申請にもとづき設置を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    
【表の見方】平成 27・28・29年度 上段：当初計画の数字 下段：実績値 

      平成 30・31年度 上段：当初計画の数字 下段：見直し後の値 

（２）地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

① 利用者支援事業の量の見込み、確保方策（P78） 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み － － － － － 

確保方策 
－ － － － － 

各担当窓口において情報提供や相談・助言を実施 

■確保方策（今後の方向性） 

・引き続き、担当課窓口において、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等

の情報提供や相談・助言等を実施していきます。 

・地域子育て支援拠点（地域子育て支援センター）での実施や子育て世代包括

支援センターの開設について、研究・検討をしていきます。 

・平成３２年度までに、妊娠期から子育て期にわたる総合的相談や支援を実施

する「子育て世代包括支援センター（母子保健包括支援センター）」の整備を

検討します。 

 

② 地域子育て支援拠点事業の量の見込み、確保方策（P79） 

  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み 

（延べ回数） 

４５５回 

５７１回 

４３２回 

６４７回 

４２３回 

５８０回 

４１０回 

１，４２０回 

４２３回 

１，４２０回 

確保方策 １か所 １か所 １か所 

２か所 

１か所 

３か所 

１か所 

３か所 

■確保方策（今後の方向性） 

・今後も、現在の子育て支援センターを充実していきます。 

・地域子育て支援拠点施設での利用者支援事業の実施についても、研究検討し 

ていきます。 

・東、中、西部地区に１箇所ずつ地域子育て支援拠点を設置し、地域の子育中 

の親子の交流促進や育児相談等を実施することにより、子育ての孤立感、負担 

感の解消を図り、さらなる事業の周知を行います。 

・より身近な場所で地域子育て支援拠点事業を利用できるように、出張ひろば

型地域子育て支援拠点事業等の実施を継続していきます。 
・利用者の増加を図るため、積極的に広報活動を行います。 

 

 

 



⑥ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支

援に資する事業）（P81･82） 

 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業の実施 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

実施予定 － － － － － 

確保方策 

－ － － － － 

研修会の実施などを計画 

■確保方策（今後の方向性） 

・引き続き、要保護児童対策地域協議会の事業を推進していきます。 

・機能強化事業の実施については、研修会の実施などを必要に応じて計画して

いきます。 

・平成２８年に改正された児童福祉法により、平成３２年度までに「市区町村

子ども家庭総合支援拠点」の整備を検討します。 

 

⑨ 一時預かり事業（P83～85） 

   幼稚園等在園児を対象とした一時預かり事業の量の見込み、確保方策 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

１号認定 ２号認定 １号認定 ２号認定 １号認定 ２号認定 

量の見込み① 

（延べ人数） 

２３０人 

３２０人 
－ 

２２０人 

２８７人 
－ 

２１０人 

３００人 
－ 

確保方策② ２８５人 ２８５人 ２８５人 

過不足②－① ５５人 ６５人 ７５人 

 平成 30年度 平成 31年度 

１号認定 ２号認定 １号認定 ２号認定 

量の見込み① 

（延べ人数） 

２０５人 

２８０人 
－ 

２１０人 

２８０人 
－ 

確保方策② ３００人 ３００人 

過不足②－① ８０人 

７５人 

７５人 

７０人 

■確保方策（今後の方向性） 

・引き続き、明和こども園で、幼稚園等在園児を対象とした一時預かり事業を 

実施していきます。 

・就業形態の多様化に伴い、ニーズも高いので、制度のさらなる充実や人材確 

保、研修等への参加等により、保育の質の向上に努めます。 

 

 

 



    
⑩ 延長保育事業の量の見込み、確保方策（P85･86） 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

量の見込み① １１１人 

１２４人 

１１０人 

１２０人 

１０８人 

１２５人 

１０７人 

１２０人 

１１１人 

１２０人 

確保方策② １２０人 １２０人 １２０人 １２０人 １２０人 

過不足②－① ９人 １０人 １２人 １３人 

０人 

９人 

０人 

■確保方策（今後の方向性） 

・明和こども園では、子ども・子育て支援新制度の施行により保育短時間（８ 

時間）の認定を受ける子どもに対しては、必要に応じて、保育標準時間（11 

時間）内での受け入れを継続して実施します。 

・また、保育標準時間（11時間）を超える延長保育については、保護者の就労 

形態の多様化に対応するため、利用希望を十分に把握したうえで、事業実施の 

有無を検討していきます。 

 

 

⑫ 放課後児童健全育成事業（学童保育所）の量の見込み、確保方策 

（P87～89） 

  

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

東部 西部 東部 西部 東部 西部 

量の見込み① 

２８人 

３４人 

７１人 

６３人 

２９人 

４６人 

７３人 

６０人 

３０人 

５５人 

７５人 

９８人 

９９人 

９７人 

１０２人 

１０６人 

１０５人 

１５３人 

確保方策② 

２８人 ７１人 ２９人 ７３人 ３０人 ７５人 

９９人 １０２人 １０５人 

うち放課後子ども教室と

一体的に実施 

－ － １０５人 

うち放課後子ども教室と

連携して実施 

－ － － 

過不足②－① ０人 ０人 ０人 

 平成 30年度 平成 31年度 

東部 西部 東部 西部 

量の見込み① 

３２人 

５７人 

７９人 

102人 

３３人 

６０人 

８３人 

106人 

１１１人 

１５９人 

１１６人 

１６６人 



確保方策② 

３２人 

８０人 

７９人 

120人 

３３人 

８０人 

８３人 

120人 

１１１人 

２００人 

１１６人 

２００人 

うち放課後子ども教室と

一体的に実施 

１１１人 

２００人 

１１６人 

２００人 

うち放課後子ども教室と

連携して実施 

－ － 

過不足②－① ０人 

４１人 

０人 

３４人 

■確保方策（今後の方向性） 

・施設の老朽化や保育スペースの不足、保護者会運営による保護者への負担の 

増大等の課題があるため、課題を整理し、本事業の整備を進める必要がありま 

す。施設の改修・改築、学校の余裕教室の活用など開設場所の検討や、保護者 

負担軽減のため運営方法の検討をします。 

・放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童健全育成事業（学童保育所）

と放課後子ども教室の一体的な実施を目指して、実施に向けて検討します。 

・運営のためのガイドラインの提示など、学童保育所の質の向上に努めます。 


